
事務事業評価シート（事前評価）
事業コード 事務事業名 所管部課

施策コード 施策名 施策目標

年度 （ ）

目標 年度

事業費(A)

国庫支出金・都支出金

地方債

その他 （ ）

一般財源

所要人員(B)

人件費(C)=平均給与×(B)

臨時職員等賃金(C')

総コスト(D)=(A)+(C)+(C')

単位当たりコスト

(E)=(D)/ （ ）

目標 年度

目標 年度

創2-3 学校教育の充実

評
価
指
標
の
設
定 二
次

一人ひとりが輝き、生きる力を育む活力ある学校づくりをめざします。

9-2-2 小学校校舎等大規模改造事業（柳沢小学校）

特になし

《指標の説明　など》
　大規模改造工事を施工した年の児童数。20年度の児童数は、430名

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見
（アンケート結果など）

　校舎の老朽化が著しく、学校より大規模改修工事の要望書が提出されている。
「西東京市教育計画」策定に係るアンケート調査において、学校施設の老朽化に対する不
満・不安を48.5％の保護者が感じている。

事業実施上における制約や
財源確保等

　本事業は、国庫補助金対象事業である。しかし、補助金の採択要件として事業費の下限
額が7,000万円と限定されており、小規模な改修工事には国庫補助金の適用が不可能であ
る。校舎改修工事のため、概ねの施工期間は、夏季休業中に限定される。その為、工事が
２ヵ年に分割され事業費が割高になる。

代替・類似サービスの有無

目標値

実績値

一
次

目標値 名

実績値

419

② 目標値

活動等指標 単位

目標値 教室 22

21年度 22年度

《指標の説明　など》
　校舎の大規模改造工事を施工した教室数。20年度は、25教室を施工。

成果指標 単位 21年度 22年度 23年度

23年度

①改造工事が施工された教室数

0

改造工事が施工された教室数 千円 6,833 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

千円 150,325 0 0

00 0

23,905 0 0 0

内
訳

44,095

81,100

千円 1,225

22年度 23年度

千円

149,100

平成20 実施形態

事
業
費
デ
ー
タ

項　　目 単位 21年度

人 0.15

千円

改造工事を施工した学校の児童数

教育部　学校運営課

事
務
事
業
の
概
要

事務事業の目的 根拠法令等

　老朽化した柳沢小学校校舎の大規模改造工事を行うことにより、耐久性及び耐震性を向上させ、利用者である生徒の安全
確保や、震災等の災害が発生した場合の地域住民の避難場所の確保を図る。

事業内容・実施方法等　

・特別教室棟（延床面積約2,606㎡）について、建築工事（屋根防水、外壁、壁塗替、天井塗替、トイレ改修等）、電気設備工事（電灯コ
ンセント等改修工事）、機械設備工事（受水槽、ランチルーム空調設備等）を行う。経年20年以上の大規模改造（老朽）事業と要件とす
る国庫補助「安全・安心な学校づくり交付金」の対象であり、補助率1／3、下限額7,000万円となっている。なお、本事業は、平成20年
度普通教室・21年度特別教室を対象とした2ヵ年事業として計画しており、21年度は第二期工事を実施する。

事業開始時期

法律
条例・規則

要綱・要領

政令・省令

  有

  無

直営 委託 補助 その他



事業コード 事務事業名 所管部課

施策コード 施策名 施策目標

【一次評価】

Ｃ

【二次評価】

Ｃ

【行革本部評価】

事業の
必要性

事業の優先
度（緊急性）

2

検証項目 ランク

創2-3 学校教育の充実 一人ひとりが輝き、生きる力を育む活力ある学校づくりをめざします。
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市民ニーズ
の把握

3

Ａ

Ｂ

Ａ

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービ
スの相手方

事業主体
の妥当性

Ｂ

直接のサービ
スの相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

行革本部評価 評価の判断理由及び事業化する上での課題等

　老朽化した本学校施設については、生徒の安全確保や地域の避難所としての機能性確保の観点から、大規模
改造が必要であり、工事中の安全確保や環境への影響にも配慮しながら、着実に実施すべきと考える

○検証項目、評価の判断理由
○事業化する上での課題等

2
　平成20年度の校舎改造（普通教室）に引き続
き、特別教室の校舎改造を行うものである。
　夏休み期間中の工事ではあるが、プール開放
事業等で登校する児童も想定されることから、安
全面に配慮した施工に努められたい。また、施工
後のシックハウス対策など、環境への配慮も必要
である。

3

3

2

2

3

二次評価検証項目 ランク

3

3

市民ニーズ
の把握

受益者負担
の適切さ

事業内容等
の適切さ

　柳沢小学校校舎は、昭和50年3月に建設され
経年による老朽が著しい状態であり、児童が安
心・快適な学校生活を送れる場を確保するため
に、学校設置管理者である市が大規模改造工事
を行う必要がある。また、地域住民の避難所とし
ても使用される特殊施設であり、震災等の災害
が発生した場合の地域住民の避難場所の確保
を図る観点から、早急な実施が必要である。
　アンケート調査では学校施設の老朽化に関し
て不満・不安を感じている保護者の割合が多く、
市民ニーズは高いと考えられる。
　事業実施にあたっては、施工期間が夏季休業
中に限定され単年度工事が不可能なため事業
費が割高になることや、小規模な改修工事には
国庫補助金の適用が不可能なことに留意する必
要がある。

3

3

2

2

一次評価
○検証項目、評価の判断理由
○事業化する上での課題等

事業化

実施を延期

計画を中止

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサービス
の相手方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握

0

1

2

3

事業の優先
度（緊急性）

事業の
必要性

事業主体
の妥当性

直接のサー
ビスの相手
方

事業内容等
の適切さ

受益者負担
の適切さ

市民ニーズ
の把握 事業化

実施を延期

抜本的見直し

計画を中止

事業化

実施を延期

抜本的見直し

計画を中止

抜本的見直し

検証項目の見方
Ａ：事業実施の意義を検証する項目
Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目
Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目

検証項目の見方
Ａ：事業実施の意義を検証する項目
Ｂ：事業の内容･実施方法を検証する項目
Ｃ：市民ニーズの反映度を検証する項目


